企業不正事例にみる監査論点 ─（株）プロデュースの事例から─ by 吉見 宏
１．序
　会計監査を論じるとき，様々な会計不正事例が特にその制度設計に影響
を与えてきたことはいうまでもない。近年では，オリンパスの粉飾決算事
例を契機に，2013年３月，企業会計審議会は「監査における不正リスク対
応基準」を公表した 1）。我が国の監査の基準は，基本的に国際監査基準
（International Standareds of Auditing :  ISA）に準拠しているが，不正リスク対
1）　「監査における不正リスク対応基準」は，主にオリンパスの不正事例を契
機にその設定論議がなされた（企業会計審議会第26回監査部会（2012年５月
30日）議事録（http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kigyou/gijiroku/kansa/2012 
0530.html）および同部会で配布の資料１（http://www.fsa.go.jp/singi/singi_
kigyou/siryou/kansa/20120530/01.pdf））。
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応基準が設けられたことにより，関連する監査基準報告書はオリジナルの
ISAの項目に付加して規定を設けることにもなった。すなわち，我が国の
事情に応じた ISAのローカル基準の設定である。
　不正事例の多くは，会計操作を通じた架空利益の計上がその内容であ
り，いわゆる粉飾決算と呼ばれる不正である。この場合，当然ながら何ら
かの不正な会計処理が経営者によって行われたことになる。ここで，監査
の観点からは，かかる不正な会計処理に対して監査人がどのような対応を
行ったのか，あるいは行いえたのかが着眼点となる。
　しかしながら，事例によってはこのほかにも論点を持つものがある。こ
れらもまた，監査にとっては重要な検討すべき論点である。本稿では，か
かる複数の論点を持つ事例として，（株）プロデュース（以下，プロデュー
スという）を取り上げ，この事例にみられる監査論点について検討するも
のである。
２．プロデュースの概要
　プロデュースは，1992年７月，有限会社として新潟県長岡市に設立され
た。地元出身の S社長は，地元での「ものづくり」への強い情熱があり，
機械部品等の下請け製造業として創業する。1996年４月に株式会社化し，
装置の開発，設置，メンテナンスを一貫して行う「カスタマイズ事業」に
加え，1999年からはセラミックス・コンデンサ向け電極塗布機の開発・製
造を始めた。これは新たな技術でのものであったため，その開発には多額
の資金を要し，2001年にはベンチャーキャピタルからの投資を求めること
になる 2）。このとき，ベンチャーキャピタルからは，３年間で株式公開す
ることが投資の条件として挙げられたという 3）。プロデュースの2001年６
2）　『日経ものづくり』2006年６月，150頁。
3）　『日経ものづくり』2006年７月，132頁。
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月期の売上高は，約４億5,000万円であった。
　電極塗布機の技術開発から，液体を３次元に塗布する「3Dアプリケー
ション事業」をプロデュースの第二の事業とするとともに，2004年からは
製品検査装置の製造を事業内容とする「ファンクショナライズ事業」を第
三の事業として始めた。かかる事業拡大は，早期の株式公開のためであっ
たという 4）。2004年６月期のプロデュースの売上高は，約18億円であった。
同社は2005年の株式公開を目指し，同年の売上高目標を30億円とした。
　2005年９月，プロデュースはジャスダック証券取引所に上場申請を行
い，同年12月に上場した。この間，半導体チップの薄膜塗布技術で世界を
リードする企業として，また地方にある「ものづくり」企業として脚光を
浴びていた 5）。2006年６月期の売上高は，約58億8,500万円，2008年６月期
は約163億6,600万円であった。
３．プロデュース不正事例の経緯 6）
　2008年９月18日，証券取引等監視委員会は，粉飾決算（証券取引法違反，
有価証券報告書虚偽記載）容疑により，プロデュースに対し強制調査を行っ
た 7）。これにより，同社の株価は急落し，９月22日，創業者の S社長が解
任された 8）。
　９月25日に，同社は定時株主総会を開いたが，議事には入らず延期し
た。これは，同月24日付で会計監査人である隆盛監査法人が監査契約を解
4）　『日経ものづくり』2006年７月，133頁。
5）　三神万里子（2007），117頁。
6）　本事例の経過については，以下本稿では主として報道資料をもとに検討し
ている。齋藤（2009）は本事例の経緯を，やはり報道資料を中心に詳しく記
している。
7）　『日本経済新聞』朝刊，2008年９月20日，39頁。
8）　『日本経済新聞』朝刊，2008年９月23日，16頁。
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除し，この結果，2008年６月期の決算書類に監査意見が得られない状況に
なったこと，S前社長らにかわった新経営陣が粉飾経理の内容について把
握していなかったことによる 9）。
　以上から，プロデュースは金融機関からの融資が受けられなくなり，資
金繰りに行き詰まって９月26日に新潟地方裁判所に民事再生法の適用を申
請して倒産した。負債総額は約74億円であった 10）。
　2009年３月５日に，さいたま地方検察庁特別刑事部は，S前社長ら４人
を有価証券報告書虚偽記載容疑で逮捕した 11）。このとき地検は，新潟県長
岡市の会社本社に加え，プロデュースの会計監査人であった I公認会計士
の自宅も家宅捜索している 12）。そして４月９日には I会計士を逮捕すると
ともに，S前社長ら２名を再逮捕した。粉飾経理の内容は，後述のように
架空売上であるが，この時点で，2006年６月期の売上約34億円が架空計上
され，この結果利益約９億円の水増し，2007年６月期には売上約66億円の
架空計上により利益約20億円が水増しされたと報道されている。S前社長
は，これらの粉飾経理は I会計士の提案によるものとした 13）。さいたま地
検は，S前社長および前専務の２名のプロデュース経営者と，I会計士を
起訴した。
　I会計士の逮捕および起訴容疑は，上述のように証券取引法違反容疑で
あるが，後に同会計士は，所属していた監査法人の名義で金融機関から借
り入れた約4,900万円を着服したとして，業務上横領で告発，起訴された。
　６月５日に，起訴された前社長と前専務の初公判がさいたま地裁で開か
9）　『日本経済新聞』朝刊，2008年９月26日，22頁（新潟地方経済面）。
10）　『日本経済新聞』朝刊，2008年９月27日，15頁。
11）　『日本経済新聞』夕刊，2009年３月５日，21頁。
12）　『日本経済新聞』朝刊，2009年３月６日，35頁。
13）　『日本経済新聞』朝刊，2009年４月９日，19頁。
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れ，両被告は起訴内容を認めた 14）。これにより，さいたま地裁は８月５日
に，S前社長に懲役３年，罰金1,000万円，前専務には懲役２年６月，執
行猶予４年の有罪判決を下した 15）。ここでは，2007年６月期の約66億円の
売上水増しを認定するとともに，そこでの公認会計士との共謀も認定して
いる。実刑判決となった S前社長は控訴，上告したが，2010年８月10日
に最高裁が上告を棄却し，一審の実刑判決が確定した 16）。
　一方，起訴された I会計士の初公判は，７月８日に開かれた。ここで同
会計士は，起訴内容のうち，業務上横領については，短期借入のつもりだ
ったとしながらも，それが法的に問題ならば仕方がないとして起訴内容を
認めたが，プロデュースの粉飾決算への加担については起訴内容を否認し
た 17）。これに対して検察は，I会計士が粉飾を指南したと主張している。
被告が起訴内容を否認していることもあり，裁判は S前社長らと比較す
ると長期化したが，先の S前社長らの公判において，粉飾決算について S
前社長ら経営陣と I会計士との共謀が認められていたこともあり，2012年
１月30日に，さいたま地裁は I会計士に懲役３年６月の実刑判決を下し
た 18）。これに対し，I会計士は控訴するが，2013年１月11日，東京高裁は
控訴を棄却 19），その後上告するも2014年９月17日に最高裁が上告を棄却し
て，一審判決どおりの実刑が確定した 20）。
　以上は刑事手続上の経緯であるが，一方で，2011年９月に，株主が監査
14）　『日本経済新聞』朝刊，2009年６月６日，39頁。
15）　『日本経済新聞』夕刊，2009年８月５日，17頁。
16）　『日本経済新聞』朝刊，2010年８月13日，54頁（新潟地方経済面）。なお，
二審も一審判決を支持している。
17）　『日本経済新聞』朝刊，2009年７月９日，35頁。
18）　『日本経済新聞』朝刊，2012年１月31日，35頁。
19）　『日本経済新聞』朝刊，2013年１月12日，35頁。
20）　『日本経済新聞』夕刊，2014年９月19日，15頁。
156
法人と監査役を相手取り，７億2,300万円の損害賠償請求訴訟を東京地裁
に提起しており，民事上の裁判手続きも行われている。このうち監査法人
に対するものについては，2016年３月に結審したが，判決は本稿執筆時点
で下されていない。また監査役２名については係争中である。
４．プロデュースの粉飾経理内容
　プロデュースの不正内容は，売上の水増しによる利益の架空計上であ
り，典型的ないわゆる粉飾決算である。その方法は，売上の前倒し計上，
貸倒損失の未収金処理，架空売上と架空買掛金の相殺，ダミー会社を介在
させた架空循環取引（商流）等による架空売上の計上と，売上原価の圧縮
（費用を資産科目に振替）による架空利益の計上等多岐にわたるが 21），基本的
な構造としては架空循環取引による売上計上である 22）。
　先に示したように，プロデュースの売上高は短期的に大きく伸びてお
り，それに応じて利益も計上されていたが，反面キャッシュ・フローはマ
イナスであった。特に営業キャッシュ・フローのマイナスが大きく，その
理由は棚卸資産の増にある。これらは財務諸表上に示されており，財務諸
表からは，利益が計上されるも営業キャッシュフローがマイナスで，資産
は増加していることがみて取れることになる。すなわち，「いわゆる資金
循環取引の三徴候が表れており，また，財務 CF（引用者注：キャッシュ・
フロー）もプラスであることから，増資又は金融機関からの調達した資金
を原資として，『架空売上の計上（仮装取引を伴うもの─資金循環取引）』を
21）　さいたま地裁2009年８月５日判例（http://www.courts.go.jp/app/files/
hanrei_jp/034/038034_hanrei.pdf）による。
22）　これは証券取引等監視委員会の見方でもある。証券取引等監視委員会「告
発の現場から⑥─生きた会社の隠れた粉飾の摘発─」（http://www.fsa.go.jp/
sesc/actions/kokuhatu/06/main.pdf）参照のこと。
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手口とする不正会計が行われている疑義が生じる」と指摘される 23）。
　宇澤（2012）の分析によれば，プロデュースが銀行借入および上場時の
増資により得た資金を，架空の外注費により支出し，外注費は期末には仕
掛品 24）に振り替えて資産計上する，支出した資金は，架空売上の代金と
して環流させる，ということが一連の資金の流れになる 25）。これをモデル
化して仕訳で示せば，以下のようになろう。
①　上場により100増資
　　　現　金　100　　資本金　100
②　架空外注費の計上
　　　外注費　100　　買掛金　100
③　買掛金の支払
　　　買掛金　100　　現　金　100
④　架空売上の計上
　　　売掛金　100　　売　上　100
⑤　売掛金の回収
　　　現　金　100　　売掛金　100
⑥　期末にあたり，外注費を仕掛品（棚卸資産）に振替
　　　仕掛品　100　　外注費　100
　上記の取引を貸借相殺するとわかるように，期末に残るのは現金100，
23）　宇澤（2012），445-447頁。中村（2011），堀川（2011）による分析もほぼ
同じ結論に至っている。また井端（2009）は，循環取引による粉飾が疑われ
るものの，本事例では資産の回転期間から粉飾を見いだすのは困難としてい
る（井端（2009），124頁）。
24）　前掲のさいたま地裁の判例では，「設備費等の資産科目」とされている。
25）　宇澤（2012），448，454頁。
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資本金100，仕掛品100，売上100であり，この結果，利益100が計上され
る。上記仕訳は単純化しているが，売上は架空であるから，増資による財
務キャッシュ・フローはプラスになるが，営業キャッシュ・フローは増え
ないことになる。基本的には，キャッシュ・フローは外部からの資金調達
で維持されているだけであり，株価の維持・上昇による増資等を通じた資
金調達，ないしは銀行等からの借入が継続しないと，この枠組みは維持で
きない。
　さいたま地裁の判例によれば，粉飾経理自体は上場前の2005年６月期か
ら行われていたとされる 26）。このうち，2005年６月期から2007年６月期ま
での３期分について有価証券報告書虚偽記載，これら有価証券報告書を参
照すべしとした2007年11月の株式募集にかかる有価証券届出書虚偽記載に
より，本件は立件された。ここでの粉飾額は，売上高の累計116億円超，
税引前利益31億円余であった。
５．経営者と監査人による粉飾経理の認識
　本事例は，上述のように証券取引等監視委員会の強制調査により発覚し
た事例である。このとき，証券取引等監視委員会は，当然ながら同社の公
表財務情報を通じて粉飾の存在に確信を持って臨んでいたわけであり 27），
また宇澤（2012）の分析も，公表財務情報をもとになされたものである。
すなわち，公表財務諸表を通じて見いだせる粉飾経理事例であったと考え
26）　前掲，さいたま地裁2009年８月５日判例による。
27）　「特別調査課は，（中略）粉飾を監視する体制としては万全の構えを取って
おります。そんな中でも，粉飾企業を見抜く名人が有報班におりまして，本
件犯則嫌疑法人プロデュースに目をつけたものです。」（前掲，証券取引等監
視委員会「告発の現場から⑥─生きた会社の隠れた粉飾の摘発─」による。
ここで有報班とは，証券取引等監視委員会の特別調査課の中で粉飾を担当す
る部門である。）
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られる。
　にもかかわらず，経営者および監査人には，粉飾経理の認識はなかった
のであろうか。
　このうち経営者については，基本的に会計的な知識，認識が欠如してい
たのではないかと思料される。S前社長は，本稿第２節に示したように，
そもそも技術者であって経営に明るかったわけではない 28）。粉飾経理につ
いても，S前社長は公認会計士の指示に従って行っていたとしているが，
このとき，それが法に触れる可能性のある会計処理であったと社長が認識
していたかどうかはきわめて疑問である 29）。また，同時に起訴された元専
務については，会社の財務諸表を作成する責任者として責任を問われたも
のの，その際には I会計士による示唆が働いていたことがみて取れるとこ
ろであり，これも，どの程度粉飾経理の意味を理解していたのか疑問が残
る 30）。
　仮に経営者が会計処理についての理解に乏しく，粉飾経理は公認会計士
に言われるままに行われてきたものだとすると，プロデュースの粉飾経理
は，実質的には同社の会計監査を担当していた I会計士が主導したものと
28）　プロデュースは，創業間もない1993年に，不渡手形により経営困難に直面
しているが，この際 S前社長は銀行から説明を受けるまで不渡手形の意味
を知らなかったという（『日経ものづくり』2006年３月，133頁）。
29）　前掲のさいたま地裁の判例では，S前社長が I会計士らと共謀して粉飾を
行ったことは認定しているが，S前社長は，「実際の売上高や利益金額等を
把握しようともせず，飽くまで会社の存続や株式の上場にこだわって粉飾の
上に粉飾を重ね，さらに，株価をつり上げようとして敢えて事業計画を上方
修正するなどしたもの」としているが，ここからも具体的にどの程度 S前
社長が粉飾を理解していたかは明確でない。
30）　前掲のさいたま地裁の判例では，「社長である被告人 A（本稿では S）の
指示に従ったものとはいえ，D会計士（本稿では I）に直接相談して内容虚
偽の損益計算書を作成するなどした実行犯」（括弧内は引用者による注）と
している。
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いうことになる。なぜそのようなことが生じたのか。
　外形的には，同会計士が公判において無罪を主張し続けたことを鑑みれ
ば，I会計士としては本事例の会計処理は粉飾経理ではなく，法令基準に
則ったものであると考えていた可能性がある。しかしながら，上述のよう
に，本事例での会計処理は，他の会計士等から見た場合には比較的明らか
に粉飾経理と見なしうるものであって，仮に I会計士がこれを法規準拠性
に問題のない会計処理であると考えていたとすれば，その専門職としての
専門性に疑念が持たれるものとなろう。
　なお，本事例において監査役がいかなる理解をしていたかについては明
確でない。この点については，係争中の民事裁判において今後明らかにな
る可能性がある。
６．監査論上の論点
　本事例からは，監査論上いくつかの論点を抽出することができる。以
下，本稿ではそれらのうち３点を呈示して検討する。
⑴　監査人の交替
　本事例では，監査人の交替がみられている。すなわち，プロデュースの
上場を挟む2006年６月期までは，東都監査法人が同社の会計監査人であっ
た。ここで同社の担当会計士は，後に本事例で刑事訴追される I公認会計
士であった。すなわちプロデュースに対して，この間に I会計士が粉飾経
理の指南をしていたことになる。
　ところがこの後，東都監査法人は合併し，東陽監査法人となった。合併
であるから，形式的には監査法人は監査契約を継続していることになろう
が，このとき I会計士は2006年８月に隆盛監査法人を設立して東陽監査法
人から離れており，結果として I会計士は，東陽監査法人が行った2006年
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12月中間期の監査を担当していない。
　プロデュースは，2007年５月14日，会計監査人を隆盛監査法人に変更
し，2007年６月期および2007年12月中間期は再び I会計士が担当すること
となる。なお前述のように，2008年６月期については同年９月24日の証券
取引等監視委員会による強制調査を受け，隆盛監査法人が監査契約を解除
したため，2008年６月期の有価証券報告書には監査意見が得られないこと
となった。その後，隆盛監査法人は2009年１月に解散している。
　このように，本事例では形式的には１度，実質的には２度監査人の交替
が行われている。
　一般的には，監査人の交替は，企業不正を防ぎ，あるいは発見の機会と
なるものとして期待が寄せられている。監査人のローテーション制の導入
論議はその例であり，企業と監査人の癒着，馴れ合いを防ぐ手段としての
期待がある。担当する公認会計士のみならず，監査法人のローテーション
の導入の可否も俎上に上っている。
　これらの点から見れば，本事例における監査人の交替は，粉飾発見，防
止に効果があったといえるのであろうか。さいたま地裁の判例によれば，
2006年６月期にすでに監査法人から粉飾を疑われ，責任者である I会計士
の指示で架空取引を裏付ける稟議書や相殺通知書等を捏造したこと，2006
年12月中間期の監査法人からも不正経理の疑いを指摘され，これに対して
I会計士の助言を得て証拠を捏造したとされている 31）。
　この限りでは，監査人の交替は粉飾経理の発見に有効と見ることができ
るが，結果としては，監査を通じて問題が一般に露呈されることはなかっ
た。その後，I会計士の隆盛監査法人への監査人の交替は，裁判所からは
「粉飾決算を糊塗するため」 32）の手段とみなされている。
31）　前掲，さいたま地裁2009年８月５日判例。
32）　前掲，さいたま地裁2009年８月５日判例。
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　企業が，担当する会計監査人を頻繁に変更することは，企業にとって都
合のよい監査意見を得ようとする行動，すなわちオピニオン・ショッピン
グの徴候とみなすこともできる。本事例で，2007年の監査人の交替は，事
実上オピニオン・ショッピングであったと考えられよう。
　本事例は，監査人の交替という観点から，その有効性と問題点を同時に
示す事例となっている。
⑵　IPOと監査
　近年，証券市場における新興市場の整備も相まって，企業の IPO（株式
の新規公開）が活発に行われている。一方でかかる企業の中には，会計上
の問題を有しながら上場するものもある。たとえばそれは，上場直後に業
績の下方修正等を行って株価が大きく下がってしまう例が指摘されるが，
最も問題といえるのは上場に際してすでに粉飾経理があったとされる例で
あろう 33）。
　このような事例としては，古くはアイペック（1990年店頭登録公開，1992
年破産）の例があるが 34），特に多く見るのは2000年以降であり，これは新
興企業向け市場の整備と並行する。プロデュースは2005年にジャスダック
に上場し，上述のようにすでにその際には粉飾決算を行っていたものであ
り，結果としてそのような事例の嚆矢となった。そしてかかる事例はその
後も続く。シニアコミュニケーション（2005年東証マザーズ上場，2010年上場
廃止，2012年倒産），エフオーアイ（2009年東証マザーズ上場，2010年破産），エ
ナリス（2013年東証マザーズ上場，上場維持）がその例といえる。
33）　内田・山本（2013）では，プロデュース，エフオーアイ，ライブドアの３
社を，ベンチャー企業の粉飾決算事例という観点から比較対照し，そのガバ
ナンスを論じている。
34）　詳しくは，吉見（1999）第12章を参照。
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　株式の上場審査の際には，公認会計士監査が必要であり，これらの事例
はその際の監査において粉飾経理を発見できなかったことになる。その事
由は事例ごとに異なるが，新興市場の整備に伴って，従前よりも株式公開
のハードルが低くなり，結果として経営者が会計処理に明るくない，ある
いは内部統制組織の整備も十分でない企業が IPOしやすい環境が生じて
いる。
　これらに対して，監査上何らかの対応が可能かどうかについては，必ず
しも多くの議論がなされている状況にはない。これは IPOにあたっての
監査であっても，通常の期末監査であっても，監査上技術的には大きな違
いがないことに起因すると考えられる。一方で，新規上場企業の財務諸表
に不正があることは，投資家に対してきわめて大きな影響を与えることに
なり，公認会計士監査の理念から考えても本来あってはならないことであ
る。特に監査において不正が発見されるには，一定の時間も必要となるこ
とから，IPOにあたっても，株式公開までの間に監査人が一定の期間をも
って観察でき，数期にわたって監査できるような仕組みが必要であろう。
⑶　監査人とその刑事責任
　公認会計士が監査人として従事した場合において，その監査業務に関し
て刑事責任を問われる例は多くはない。監査人は専門職としての正当な注
意が払われていなかった（善管注意義務違反）結果としての粉飾決算の看過
によっても刑事責任を問われうるが，現実には監査人が主体的に粉飾経理
に加担したと見られる場合にのみ，刑事責任が問われる結果となってい
る。
　そもそも，監査人による粉飾決算への積極的な加担という事例は異常な
事態である。古くは1965年の山陽特殊製鋼はその例であるが，この事例で
は担当公認会計士は登録抹消の行政処分を受けているが，刑事訴追の対象
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とはなっていない。公認会計士が，その専門業務（監査証明業務）に関連
して刑事責任を問われたのは，1998年の三田工業の事例に見られるが，当
該企業は商法（当時）上の大企業であるが非上場企業であり，有価証券報
告書は提出していない。公認会計士は，粉飾決算の見返りとして不当に高
い報酬を受け取ったとしての，収賄罪による訴追であった 35）。
　プロデュースの事例は，上記のように監査人が積極的に粉飾に加担した
とされる事例であり，裁判所による判例でも，訴追された経営者は「いず
れも会計や経理の専門知識を持ち合わせていなかった」ため，I会計士の
指南なしには「これほど大掛かりで手の込んだ粉飾決算をすることは不可
能であったと考えられ」，S前社長の供述によれば「一時上場をあきらめ
かけたことがあったものの，同会計士の助言により上場を決断したという
のであるから，同会計士が更なる粉飾を動機付けたともいえる」 36）として
いる。
　このように，監査人（公認会計士）が不正経理に積極的に関与したとし
て刑事責任を問われた例として，プロデュースとの比較のために２つの事
例を見ておくこととする。
　①　カネボウ
　本事例は，2004年，カネボウが産業再生機構による再建支援を受けたこ
とから過去の経理内容が検証され，過去長期にわたる粉飾経理が発覚した
ものである。長期にわたる粉飾決算が可能となった理由として，同社を担
当した公認会計士の積極的な関与が指摘された。
　しかしながら，当初は，経営者による巧妙な粉飾工作の結果，監査人が
これを見抜けなかった事例とされた。担当していた中央青山監査法人とし
ても，そのような見解を持っていたようである。ところが2005年９月，東
35）　詳しくは，吉見（2013）第６章を参照。
36）　前掲，さいたま地裁2009年８月５日判例。
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京地検特捜部が中央青山監査法人の公認会計士４名を証券取引法違反（有
価証券報告書虚偽記載）容疑で逮捕すると，会計士らは，逮捕当初は容疑を
否認したが，後に関与を認めた。ここで検察は，カネボウがその子会社を
連結対象から外すための会計操作を監査人が了承し，その方法についても
積極的に関与した助言をしていたとした。
　本事例では，逮捕された公認会計士４名のうち３名が起訴され，会計士
らは初公判で起訴事実を認めた。この結果，地裁では会計士１名に懲役１
年６月執行猶予３年，他の会計士２名に懲役１年執行猶予３年の有罪判決
が下され，確定している。
　②　ライブドア
　本事例は，2006年１月，東京地検特別捜査部が証券取引法違反（有価証
券報告書虚偽記載）容疑で同社の家宅捜索を行ったことから発覚した。本事
例の特色は，東京地検の告発にもかかわらず，経営者（社長）も担当会計
士も，当初粉飾経理については認めておらず，当然ながら粉飾への積極的
な加担も認めていない。ここで告発の対象となった会計処理については，
経営者も監査人も適正なものと認識していたことになる。
　本事例では，２名の公認会計士が在宅起訴された。公判では，会計士は
違法の認識はなかったとして無罪を主張した。一方，財務担当の取締役は
粉飾経理を認め，社長と対立する。公判では，裁判所は会計士の経営陣と
の共謀，および粉飾経理の助言があったと認定し，公認会計士のうち１名
に懲役10月の実刑判決，もう１名については懲役１年執行猶予４年の有罪
判決を下した。
　その後，控訴審では一審で実刑となった会計士が起訴事実を認め，懲役
１年執行猶予４年の判決となった。一審で執行猶予付き判決となった会計
士は，控訴，上告するが，2011年に最高裁が上告を棄却し，確定してい
る。
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　上記２事例とプロデュースの事例とを比較すると，いくつかの特徴が見
られる。
　まず，これら３事例は，いずれも監査を通じて粉飾経理が発見された事
例ではない。この場合，１つのパターンとしては，会社の経営が悪化し，
倒産等を通じて経営の悪化が発覚し，公表会計情報との乖離から，過去の
会計情報の適正性に疑問が呈されるものがある。このような事例は過去に
多いが，中でも，山陽特殊製鋼，三田工業，カネボウの事例では，担当し
た公認会計士が粉飾経理への関与を認める結果となっている。
　一方で，経営者も監査人も，少なくともその主張としては粉飾経理であ
るとは認識せず，粉飾経理の指摘が，倒産等によらず外部捜査機関等の強
制調査・捜査によりなされた例がある。これはプロデュースおよびライブ
ドアがその例にあたる。両事例では，経営者による会計処理の理解度につ
いては差があるように思われる。その結果，プロデュースでは経営者が早
い段階で粉飾経理を認めたのに対し，ライブドアでは社長は一貫して認め
ていない。
　会計士については，起訴事実を認めたカネボウの事例では，一審で執行
猶予付きの判決が下され，確定している。他方，起訴事実を認めなかった
ライブドアとプロデュースの事例では，ライブドアの１名の会計士を除
き，実刑判決が下されている。一審で執行猶予判決が付された公認会計士
は，実刑となった会計士の前任会計士であり，粉飾決算の前年までの担当
者であったことから執行猶予が付されたものである。当該会計士はこの判
決を不服として最高裁まで争うが，上告が棄却され，確定している。
　一方，ライブドアで粉飾経理時に担当会計士であった者については，上
述のように実刑判決となり，控訴審で起訴事実を認めた結果，執行猶予が
付された。また，プロデュースの事例では，最高裁まで争うも，会計士は
起訴事実を認めておらず，実刑判決が確定した。　ライブドアの事例では，
企業不正事例にみる監査論点（吉見）　167
そもそもは会計士は在宅起訴であり，身柄拘束はされていない。それは，
起訴事実となった粉飾額が，カネボウが約800億円であるのに対し，ライ
ブドアは53億円ということとも関連があろう。すなわち，粉飾経理事例と
しては，ライブドアの事例は比較的小規模な事例であったのである。
　しかしながら，公認会計士の刑事責任事例と，その裁判結果とを見る
と，粉飾事件としての大きさとは別に，起訴事実を被告となった公認会計
士が認めているか否かによって，その量刑に大きな違いが出てくることが
わかる。
７．お わ り に
　本稿では，プロデュースの事例をもとに，この事例が持ついくつかの監
査論点について考察した。そこでは，報道資料および監督官庁等から示さ
れている資料，および裁判所による判例をもとに検討を行っている。
　監査論にとって，事例研究は重要である。しかしながら，そのための原
資料となるものは我が国では限られているのが現状である。事例研究が重
要なのは，監査論にとってのみではなく，実務にとっての重要性もまた大
きい。監査の将来に向けた発展のために，重要な事例については，きちん
とした整理が公的な機関によって行われることが重要と考えられる。ここ
で公的な機関とは，監督官庁（株式公開企業を念頭に置けば，基本的には金融
庁）および会計専門職団体である日本公認会計士協会がこれにあたろう。
これら機関では，それぞれに重要な事例を分析している場合もあるが，多
くは一般に向けて公表される資料となっておらず，すなわち社会的な財産
となっていない。
　プロデュースの事例は，多くの示唆を持つ事例であるにもかかわらず，
地方に本社があったベンチャー企業の側面を持つ比較的小規模の企業であ
ったためか，詳細な資料も少なく，もちろん公的な検証結果も乏しい。監
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査研究の発展のためにも，事例研究の基礎となるデータの蓄積，分析が公
的な機関により体系的になされることが望まれる。
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